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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第75期

第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年９月30日

自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 19,179 20,964 40,551

経常利益 (百万円) 776 1,096 2,200

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 396 873 1,043

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 406 869 1,143

純資産額 (百万円) 10,571 12,177 11,308

総資産額 (百万円) 34,724 33,894 36,134

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 13.75 30.31 36.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.4 35.9 31.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,470 △1,007 7,427

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △112 80 △158

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,898 △2,184 △3,053

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,264 3,908 7,019
 

 

回次
第75期

第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 6.70 12.37
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年

度の期首に株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した「事業の状況」、「経理の状況」等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなど、緩やかな回復

基調で推移いたしましたが、米国の通商政策の動向や相次いで発生している自然災害による影響など、景気の先行

きに留意が必要な状況が続いております。

この間、建設業界におきましては、底堅い建設投資を背景に受注環境は好調な状況が続くものの、依然として建

設技能労働者不足が続いており、決して楽観視できない経営環境が続いております。

このような状況の下、当社グループでは2018年度を初年度とする新たな「３カ年経営計画」の基本方針にもとづ

き、各目標数値の達成に向けて取り組んでまいりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は前年同四半期に比べ9.3％増の209億64百万円、営業

利益は前年同四半期に比べ34.5%増の11億３百万円、経常利益は前年同四半期に比べ41.2％増の10億96百万円、親

会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期に比べ120.4％増の８億73百万円となりました。

また、資産合計は受取手形・完成工事未収入金等が増加したものの、現金預金及び未成工事支出金が減少したこ

と等により、前連結会計年度に比べ22億40百万円減の338億94百万円、負債合計は借入金及び支払手形・工事未払

金等が減少したこと等により、前連結会計年度に比べ31億９百万円減の217億16百万円、純資産合計は親会社株主

に帰属する四半期純利益８億73百万円を計上したこと等により、前連結会計年度に比べ８億69百万円増の121億77

百万円となりました。

セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりであります。

　なお、セグメント利益は四半期連結損益計算書における営業利益と対応しております。

（建設事業）

　売上高は前期繰越工事高が多かったこと等により、前年同四半期に比べ9.4％増の207億72百万円となり、セグメ

ント利益は売上高が増加したこと等により、前年同四半期に比べ34.3％増の10億58百万円となりました。

（不動産事業）

　売上高は前年同四半期に比べ3.1％増の２億２百万円、セグメント利益は前年同四半期に比べ27.1％増の65百万

円となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況　　

当第２四半期連結累計期間の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが10

億７百万円のマイナス、投資活動によるキャッシュ・フローが80百万円のプラスとなり、財務活動によるキャッ

シュ・フローが21億84百万円のマイナスとなりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は前連結会計年度に比べ31億11百万円減の39

億８百万円となりました。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

未成工事支出金が減少したものの、売上債権の増加や仕入債務の減少額が減少したこと等により、前年同四半期

14億70百万円のプラスから10億７百万円のマイナスとなり、24億77百万円の減少となりました。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産を売却したこと等により、前年同四半期１億12百万円のマイナスから80百万円のプラスとなり、１

億92百万円の増加となりました。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

借入金が減少したこと等により、前年同四半期18億98百万円のマイナスから21億84百万円のマイナスとなり、２

億86百万円の減少となりました。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　

(4)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 470,000,000

計 470,000,000
 

(注) 2018年６月22日開催の第75回定時株主総会における決議に基づき、2018年10月１日付で普通株式10株を１株

とする株式併合及び発行可能株式総数の変更を実施したため、発行可能株式総数は423,000,000株減少し、

47,000,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 288,357,304 28,835,730
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は当第２四半期会計期
間末現在では1,000株、提出日現在
では100株であります。

計 288,357,304 28,835,730 ― ―
 

(注) 2018年６月22日開催の第75回定時株主総会における決議に基づき、2018年10月１日付で普通株式10株を１株

とする株式併合及び単元株式数の変更を実施したため、発行済株式総数は259,521,574株減少し、28,835,730

株に、単元株式数は1,000株から100株にそれぞれなっております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年９月30日 ― 288,357,304 ― 2,000 ― ―
 

(注) 2018年６月22日開催の第75回定時株主総会における決議に基づき、2018年10月１日付で普通株式10株を１株

とする株式併合を実施したため、発行済株式総数は259,521,574株減少し、28,835,730株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

南海電気鉄道株式会社 大阪市中央区難波五丁目１番60号 166,351 57.70

住之江興業株式会社 大阪市住之江区泉一丁目１番71号 11,710 4.06

株式会社大林組 東京都港区港南二丁目15番２号 11,040 3.83

株式会社奥村組 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号 8,000 2.77

前田建設工業株式会社 東京都千代田区富士見二丁目10番２号 8,000 2.77

南海ビルサービス株式会社 大阪市中央区難波五丁目１番60号 4,080 1.42

南海辰村建設大阪取引先持株会 大阪市中央区難波中三丁目５番19号 3,973 1.38

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,725 0.95

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 2,700 0.94

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 2,624 0.91

計 ― 221,203 76.73
 

 

EDINET提出書類

南海辰村建設株式会社(E00118)

四半期報告書

 6/18



 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 66,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

288,179 ―
288,179,000

単元未満株式 普通株式 112,304
 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 288,357,304 ― ―

総株主の議決権 ― 288,179 ―
 

(注) １　完全議決権株式(その他)欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が85,000株含まれており、議決

権の数欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数85個が含まれております。

２　単元未満株式欄の普通株式には、当社所有の自己株式500株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 大阪市浪速区難波中
三丁目５番19号

66,000 ― 66,000 0.02
南海辰村建設株式会社

計 ― 66,000 ― 66,000 0.02
 

(注)　このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。

なお、当該株式数は、「①発行済株式」の完全議決権株式(その他)欄の普通株式に含めております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
　　
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 7,019 3,908

  受取手形・完成工事未収入金等 ※３  18,806 ※３  20,371

  販売用不動産 306 306

  未成工事支出金 926 293

  材料貯蔵品 121 115

  その他 327 482

  貸倒引当金 △47 △60

  流動資産合計 27,460 25,417

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,238 2,187

   土地 5,063 4,986

   その他（純額） 90 86

   有形固定資産合計 7,392 7,261

  無形固定資産 259 235

  投資その他の資産   

   破産更生債権等 1,125 1,125

   繰延税金資産 327 291

   その他 719 715

   貸倒引当金 △1,151 △1,151

   投資その他の資産合計 1,021 980

  固定資産合計 8,673 8,476

 資産合計 36,134 33,894
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 ※３  13,830 ※３  13,246

  短期借入金 6,841 5,086

  未払法人税等 439 208

  未成工事受入金 364 64

  完成工事補償引当金 355 360

  工事損失引当金 - 9

  賞与引当金 262 259

  その他 564 733

  流動負債合計 22,658 19,968

 固定負債   

  長期借入金 1,676 1,250

  退職給付に係る負債 327 337

  その他 163 159

  固定負債合計 2,167 1,748

 負債合計 24,825 21,716

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,000 2,000

  資本剰余金 1,703 1,703

  利益剰余金 7,482 8,356

  自己株式 △3 △3

  株主資本合計 11,182 12,056

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 26 25

  退職給付に係る調整累計額 99 96

  その他の包括利益累計額合計 125 121

 純資産合計 11,308 12,177

負債純資産合計 36,134 33,894
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

　

【四半期連結損益計算書】

　

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

売上高 19,179 20,964

売上原価 17,252 18,723

売上総利益 1,926 2,241

販売費及び一般管理費 ※１  1,106 ※１  1,137

営業利益 820 1,103

営業外収益   

 受取利息 4 0

 受取配当金 3 3

 固定資産売却益 - 14

 その他 14 12

 営業外収益合計 22 31

営業外費用   

 支払利息 35 21

 訴訟関連費用 9 7

 その他 22 9

 営業外費用合計 67 38

経常利益 776 1,096

特別損失   

 完成工事補償引当金繰入額 240 -

 特別損失合計 240 -

税金等調整前四半期純利益 536 1,096

法人税、住民税及び事業税 242 183

法人税等調整額 △102 38

法人税等合計 139 222

四半期純利益 396 873

親会社株主に帰属する四半期純利益 396 873
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【四半期連結包括利益計算書】

　

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

四半期純利益 396 873

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 13 △1

 退職給付に係る調整額 △3 △3

 その他の包括利益合計 9 △4

四半期包括利益 406 869

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 406 869

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 536 1,096

 減価償却費 64 83

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 12

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 235 5

 工事損失引当金の増減額（△は減少） - 9

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 34 6

 受取利息及び受取配当金 △7 △4

 支払利息 35 21

 有形固定資産売却損益（△は益） - △14

 売上債権の増減額（△は増加） 3,414 △1,564

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △389 632

 その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 18 5

 未収入金の増減額（△は増加） 33 △170

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,643 △583

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △172 △300

 未収消費税等の増減額（△は増加） △317 24

 未払消費税等の増減額（△は減少） △349 376

 その他 △47 △229

 小計 1,444 △593

 利息及び配当金の受取額 8 4

 利息の支払額 △35 △21

 法人税等の支払額 △21 △397

 法人税等の還付額 74 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,470 △1,007

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △33 △21

 有形固定資産の売却による収入 - 112

 その他 △78 △10

 投資活動によるキャッシュ・フロー △112 80

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,155 △1,705

 長期借入金の返済による支出 △738 △475

 その他 △4 △3

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,898 △2,184

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △539 △3,111

現金及び現金同等物の期首残高 2,804 7,019

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  2,264 ※１  3,908
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【注記事項】

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　１　保証債務

下記の会社が、顧客に対する前受金について信用保証会社から保証を受けており、この前受金保証について当社

が信用保証会社に対して保証を行っております。

前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2018年９月30日)

株式会社創生 121百万円 株式会社サンウッド 120百万円

株式会社サンウッド 84百万円 昭和住宅株式会社 75百万円

昭和住宅株式会社 39百万円 明和地所株式会社 63百万円

その他２件 40百万円 その他２件 73百万円

計 285百万円 計 332百万円
 

　

　２　偶発債務

過年度の施工物件（中層建物１件）において瑕疵が判明したことから、補修見込額を瑕疵の状況に応じて合理的

に算定し、完成工事補償引当金として計上しております。当該瑕疵への対応について顧客から追加の補償を求めら

れる可能性がありますが、現時点では当社が負担すべき金額を合理的に見積もることは困難であるため、今後の交

渉等、状況の推移により当該金額は変動する可能性があります。

 
※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であっ

たため、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

(2018年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(2018年９月30日)

受取手形 841百万円 46百万円

支払手形 20百万円 42百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

従業員給料手当 475百万円 466百万円

賞与引当金繰入額 75百万円 78百万円

退職給付費用 28百万円 31百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円 12百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

現金預金勘定 2,264百万円 3,908百万円

現金及び現金同等物 2,264百万円 3,908百万円
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２建設事業 不動産事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 18,989 190 19,179 ― 19,179

 セグメント間の内部
　売上高又は振替高

4 5 10 △10 ―

計 18,993 196 19,189 △10 19,179

セグメント利益 788 51 840 △19 820
 

(注) １　セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用（一般管理費）

　　　　 であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２建設事業 不動産事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 20,768 196 20,964 ― 20,964

 セグメント間の内部
　売上高又は振替高

4 6 10 △10 ―

計 20,772 202 20,975 △10 20,964

セグメント利益 1,058 65 1,124 △21 1,103
 

(注) １　セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用（一般管理費）

　　　　 であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

　１株当たり四半期純利益 13.75円 30.31円

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 396 873

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益(百万円)

396 873

   普通株式の期中平均株式数(千株) 28,829 28,829
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計

年度の期首に株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 
(重要な後発事象)

（単元株式数の変更及び株式併合）

当社は、2018年４月26日開催の取締役会において、単元株式数の変更について決議するとともに、株式併合及び定

款の一部変更について2018年６月22日開催の第75回定時株主総会に付議することを決議し、同株主総会において承認

可決されました。これに伴い、2018年10月１日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から100株へ変更し、普通

株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。

 
２ 【その他】

重要な訴訟事件等

　当社は、株式会社大覚（以下「大覚」という。）より受注した分譲マンション「大津京ステーションプレイ

ス」の請負代金の残代金1,581百万円の支払を求めて、2010年１月７日付で大阪地方裁判所に請負代金請求訴訟

を提起いたしました。一方、大覚は、本物件には重大な瑕疵が存在するとして、当社に対し総額3,791百万円の

損害賠償請求訴訟を提起し、両訴は併合審理されておりましたが、2013年２月26日に第一審判決の言い渡しがあ

りました。判決では、当社の大覚に対する請負代金の請求に関して、補修費用約10百万円等を除く大部分が認め

られ、大覚の請求は棄却されました。

　その後、大覚は第一審判決を不服として2013年３月11日付で、大阪高等裁判所に控訴を提起（請求金額：

3,459百万円）し、現在も控訴審は係属中であります。また、大覚は2017年５月23日付で、控訴審における請求

の趣旨変更申立書を提出し、当社に対して主位的請求として6,041百万円（予備的請求として6,199百万円）に損

害賠償金額を変更するとともに、当社が第一審判決の仮執行宣言に基づき大覚所有不動産に対して競売手続きを

行ったことにより大覚が被ったと主張する2,938百万円の損害賠償も併せて求めております。当社といたしまし

ては、引き続き控訴審においても当社の主張が認められるよう対応してまいる所存であります。　　　　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2018年11月７日

南海辰村建設株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後  藤   研  了 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　 村   圭  子 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海辰村建設株

式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2018年７月１日から2018年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海辰村建設株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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